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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｎ２Ｏを含有する被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解又は接触分解させるＮ２Ｏの発熱的分
解方法において、Ｎ２Ｏを含む被処理ガス流を分割し、その一部を予熱し、該気流中のＮ

２Ｏを発熱的に分解させ熱気流となし、分割された残りの被処理ガス流を該熱気流中に供
給して、Ｎ２Ｏの分解を継続させることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項２】
　Ｎ２Ｏの発熱的分解が、熱分解により行われることを特徴とする請求の範囲第１項記載
のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項３】
　分割された残りの被処理ガスを該熱気流の流れの方向の複数の箇所へ供給することを特
徴とする請求の範囲第２項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項４】
　被処理ガス中のＮ２Ｏの分解を、実質上押し出し流れ状態で行うことを特徴とする請求
の範囲第２項又は第３項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項５】
　予熱を、燃料の酸化発熱反応を用いた直接加熱方式で行うことを特徴とする請求の範囲
第２項又は第３項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項６】
　燃料が水素又はメタノールであることを特徴とする請求の範囲第５項記載のＮ２Ｏ含有
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ガスの分解方法。
【請求項７】
　Ｎ２Ｏの発熱的分解が、接触分解により行われることを特徴とする請求の範囲第１項記
載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項８】
　分割された残りの被処理ガスを該熱気流の流れの方向の複数の箇所へ供給し、各々触媒
層と接触させてＮ２Ｏを発熱的に分解することを特徴とする請求の範囲第７項記載のＮ２

Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項９】
　触媒層と接触してＮ２Ｏを発熱的に分解する直前の気流が、希釈ガスとの混合気体であ
ることを特徴とする請求の範囲第７項又は第８項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項１０】
　希釈ガスが、空気及び／又は被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させた後のガスであるこ
とを特徴とする請求の範囲第９項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項１１】
　被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解した後のガスを冷却後、希釈ガスとして用いることを
特徴とする請求の範囲第９項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項１２】
　予熱が、被処理ガス及び／又は希釈ガスと、水素を貴金属系触媒を用いて酸素と反応さ
せ生成する水蒸気とを混合することにより行われることを特徴とする請求の範囲第７項、
第８項、第１０項又は第１１項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法。
【請求項１３】
　Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを熱分解するＮ２Ｏガスを発熱的に分解する装置であって
、
（ａ）Ｎ２Ｏを含む分割された一部の被処理ガスの導入部、
（ｂ）該導入したＮ２Ｏを含む被処理ガスの予熱部、
（ｃ）予熱部に隣接し、Ｎ２Ｏを含む分割された残りの被処理ガスを、熱分解部中の発熱
的に分解され熱気流となった気流の流れ方向の一箇所又は二箇所以上に供給する供給手段
を具備し、Ｎ２Ｏガスの発熱的分解を継続させる熱分解部、
（ｄ）熱分解した気体の排出部、
から成ることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解装置。
【請求項１４】
　予熱部が燃料燃焼手段を具備してなることを特徴とする請求の範囲第１３項記載のＮ２

Ｏ含有ガスの分解装置。
【請求項１５】
　燃料燃焼手段への燃料供給量の増減により、排出部の出口の気流の温度を、一定温度に
制御することを特徴とする請求の範囲第１４項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置。
【請求項１６】
　熱分解部が、少なくとも一つの被処理ガスの供給手段の前方及び／又は後方箇所に多孔
板及び／又は多管ノズルを具備して成ることを特徴とする請求の範囲第１３項、第１４項
又は第１５項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置。
【請求項１７】
　被処理ガスの供給手段のある方向へ流入する気流が、旋回流として流入するように、多
孔板、多管ノズル及び／又は被処理ガス供給口が設置されて成ることを特徴とする請求の
範囲第１３項、第１４項又は第１５項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置。
【請求項１８】
　Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを触媒に接触させＮ２Ｏを接触分解させることでＮ２Ｏガ
スを発熱的に分解する装置であって、
（ａ）Ｎ２Ｏを含む分割された一部の被処理ガスの導入部、
（ｂ）該導入したＮ２Ｏを含む被処理ガスの予熱部、
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（ｃ）予熱部に隣接し、Ｎ２Ｏを含む分割された残りの被処理ガスを、接触分解部中の発
熱的に分解され熱気流となった気流の流れ方向の異なる箇所に供給する一つ又は二つ以上
の供給手段、及び触媒層を具備し、Ｎ２Ｏガスの発熱的分解を継続させる接触分解部、
（ｄ）接触分解した気体の排出部、
からなることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解装置。
【請求項１９】
　導入部、予熱部、若しくは接触分解部のいずれか又はそれらの複数部に希釈ガスを供給
する手段をさらに有することを特徴とする請求の範囲１８項記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解
装置。
【請求項２０】
　Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを触媒に接触させＮ２Ｏを接触分解させることでＮ２Ｏガ
スを発熱的に分解する装置であって、
（ａ）Ｎ２Ｏを含む分割された一部の被処理ガスの導入部、
（ｂ）該導入したＮ２Ｏを含む被処理ガスの予熱部、
（ｃ）触媒層を有するＮ２Ｏを含む被処理ガスの接触分解部、
（ｄ）接触分解した気体の排出部、
からなる装置１と、
（ｅ）装置１から排出される接触分解後の熱気流となった排出ガスとＮ２Ｏを含む分割さ
れた残りの被処理ガスとの導入部、
（ｆ）該接触分解後の熱気流となった排出ガスとＮ２Ｏを含む分割された残りの被処理ガ
スとの混合部、
（ｇ）触媒層を有し、Ｎ２Ｏガスの発熱的分解を継続させるＮ２Ｏを含む被処理ガスの接
触分解部、
（ｈ）接触分解した気体の排出部、
からなる装置２の１つ又は複数とから構成されることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解
装置。
【請求項２１】
　装置１及び装置２の導入部、予熱部、混合部若しくは接触分解部のいずれか又はそれら
の複数部に希釈ガスを供給する手段をさらに有することを特徴とする請求の範囲２０項記
載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置。
【請求項２２】
　地球温暖化ガスであるＮ２Ｏの大気中への放出が低減されたアジピン酸の製造方法であ
って、
（１）シクロヘキサノール及び／又はシクロヘキサノンを硝酸酸化してアジピン酸となす
硝酸酸化工程、
（２）硝酸酸化工程から発生するＮ２Ｏ含有ガスからＨＮＯ３を回収する硝酸回収工程、
（３）ＨＮＯ３を回収した残りのＮ２Ｏを含有する被処理ガス流を分割し、その一部を予
熱し、該気流中のＮ２Ｏを発熱的に分解させ熱気流となし、分割された残りの被処理ガス
流を該熱気流中に供給して、Ｎ２Ｏの分解を継続させるＮ２Ｏ分解工程、
（４）Ｎ２Ｏ分解工程から排出されるＮ２Ｏ分解熱を回収するＮ２Ｏ分解熱回収工程、を
含むことを特徴とするアジピン酸の製造方法。
【発明の詳細な説明】
技術分野
　本発明は、地球温暖化ガスの処理方法及びその処理装置に関する。より詳しくは、地球
温暖化ガスである亜酸化窒素（Ｎ２Ｏ）を発熱的に分解させ、Ｎ２Ｏを窒素（Ｎ２）、酸
素（Ｏ２）、場合によってはこれらに加えて窒素酸化物（ＮＯ、ＮＯ２等）、に変換する
ことで地球温暖化を防止する方法及びその装置に関するものである。
背景技術
　従来、硝酸を酸化剤として使用する化学プロセスの一つであるアジピン酸の製造プロセ
スでは、シクロヘキサノン及び／又はシクロヘキサノールを硝酸で酸化する際に副生して
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いた亜酸化窒素は大気中へ放出されていた。
　しかしながら、亜酸化窒素は、代表的な地球温暖化ガスとしての二酸化炭素ほど広く知
られている訳ではないが、地球温暖化ガスの一つとして近年注目されてきている物質であ
る。
　亜酸化窒素は、自然の土壌及び農耕地からその大部分が発生し、地球上の全亜酸化窒素
発生量への化学工業の寄与する割合は小さい。しかしアジピン酸製造プロセス等の化学プ
ロセスは、Ｎ２Ｏの人為的発生源であるために発生量の調整が可能と考えられ、まず化学
プロセスから発生する亜酸化窒素を低減させようとする機運が近年高まってきている。
　従来、すでに、化学プロセスから発生する亜酸化窒素を低減させる提案は種々なされて
いる。それらの提案の多くは、亜酸化窒素（Ｎ２Ｏ）を窒素（Ｎ２）、酸素（Ｏ２）、場
合によってはこれらに加えて窒素酸化物（ＮＯ、ＮＯ２）、に分解する方法であり、これ
らのうち触媒を用いずに加熱により分解を行う熱分解法と、触媒を用いて分解を行う接触
分解法の二つのＮ２Ｏ分解方法が、主要なＮ２Ｏ分解方法であるので、それぞれについて
以下説明する。
　触媒を用いない熱分解法としては、例えば米国特許第２，９７４，０１９号公報、特開
昭６１－２５７９４０号公報、特開平５－３３９００３号公報、特表平９－５０８３４６
号公報等による提案が知られている。しかし、これらの提案はいずれも次に示すような未
解決の問題を有しており、まだ十分満足し得る亜酸化窒素の熱分解方法は提案されていな
い。
　即ち、米国特許第２，９７４，０１９号公報は、Ｎ２Ｏを高温高圧（～１６９２℃、～
２５．５気圧）下に熱分解させてＮＯ２を得る装置を提案しているが、この装置は、前記
高温高圧に耐えうる信頼性に富む材料の入手が困難であること、及びそれ故に装置が高価
なものとならざるを得ず、実用性を欠く。
　また、特開昭６１－２５７９４０号公報は、本発明と同じ出願人によるものであり、Ｎ

２Ｏを含む排ガスを予熱して昇温させると約９００℃でＮ２Ｏの熱分解が開始し１０００
℃以上でＮ２Ｏの熱分解ができることを開示している。しかしながらこの提案におけるＮ

２Ｏの熱分解方法では、処理すべきＮ２Ｏを含む排ガス中のＮＯ及びＮＯ２の合計量を１
０％以下にする必要があるために、排ガス組成を調整する付加的工程を必要とするという
問題点がある。
　さらに、特開平５－３３９００３号公報は、前記特開昭６１－２５７９４０号公報に示
されたＮ２Ｏの熱分解方法を改良し、Ｎ２Ｏを火炎処理して熱化学分解させる方法を提案
している。しかしながら、この方法は、火炎の有する燃焼熱で、火炎の存在下にＮ２Ｏを
熱化学分解させる方法であり、このためにこの方法による場合には火炎の燃焼熱にＮ２Ｏ
の分解熱が加わり、かなりの高温で熱化学反応を行わざるを得ないことが懸念される。ま
たこの方法は、Ｎ２Ｏの熱化学分解のために火炎を継続的に利用する方法であるため、そ
の火炎を発生させるための燃料使用量が多くならざるを得ない。それ故に、その結果発生
する燃焼ガスの量も多くなり、熱化学分解したガス体中のＮＯ、ＮＯ２濃度が必然的に薄
められ、ＮＯ、ＮＯ２を回収するための装置（例えば吸収塔）が大型化するなどの問題点
が懸念される。
　さらにまた、特表平９－５０８３４６号公報は、前記特開昭６１－２５７９４０号公報
に示されたＮ２Ｏの熱分解方法を、予熱部について改良し、Ｎ２ＯからＮＯを製造する方
法を提案している。即ち、この方法は、Ｎ２Ｏを含むガスを熱交換器を用いて、約４００
～７００℃となし、次に熱交換器を用いないで、燃焼性ガスの燃焼熱等を利用して約８５
０℃に上昇させ、次いで１０００℃以上でガス中のＮ２Ｏを熱分解し、生成ガスを急速冷
却してＮＯを回収することによるＮ２ＯからＮＯを製造する方法の提案である。しかしな
がらこの方法による場合は、処理すべきＮ２Ｏを含むガスの全量を燃焼性ガスの燃焼等を
利用して８５０℃に上昇させることが必要であり、そのために燃焼性ガスを多量に使用せ
ざるを得ず、この点でこの方法も前記特開平５－３３９００３号公報による提案と同様の
問題点を有する。その上この方法では前記燃焼熱を保有したＮ２Ｏが、反応室で多量の分
解熱を発生して熱分解するので、反応室の温度がかなり高温にならざるを得ないと懸念さ
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れる。この点について、同号公報の明細書においても反応室の温度が１５００℃まで上昇
する可能性があることが記載されている。
　Ｎ２Ｏの熱分解反応においては、Ｎ２ＯがＮ２とＯ２に分解する反応が発熱反応であり
、発生する多量の分解熱はＮ２Ｏの熱分解が行われる反応系の温度を顕著に上昇させると
いう問題点がある。この反応系が高温になればなるほど、反応器及び反応器から排出され
るガスを処理する諸設備、例えば、熱交換設備、生成ガスの吸収設備、これらの設備を連
結する配管等に至るまで、より高価な耐熱性材料を用いなければならなくなり、また得ら
れる設備の保守保全がより困難性を増す恐れがある。しかしながら、前記従来提案の全て
において、Ｎ２Ｏの分解熱によって発生する上記問題点に対する考慮は全くなされていな
い。
　即ち、既述のように従来、十分満足しうる亜酸化窒素の熱分解方法は提案されていない
のである。
　触媒を用いる接触分解法としては、例えば、特開平５－４０２７号公報、特開平６－２
７７４５３号公報等による提案がすでになされている。しかし、これらの提案はいずれも
次に示すような未解決の問題を有しており、熱分解方法の場合と同様まだ十分満足し得る
亜酸化窒素の接触分解法は知られていない。
　例えば本発明と同じ出願人による特開平５－４０２７号公報は、Ｎ２Ｏを含む排ガスを
酸化第二銅触媒の存在下でＮ２とＯ２へ接触分解する方法を提案しており、この提案には
、４００℃から６００℃の反応温度が望ましいこと、接触分解における反応熱が大きく、
断熱反応においては、反応器出口側で温度が上がるため、空気等で希釈して反応器に供給
することが望ましいこと、そして、接触分解による反応熱を接触分解後ガスから熱交換器
によって蒸気として回収するか、又は、接触分解後ガスを空気等で希釈することによって
除熱することが開示されている。しかしながら、反応熱を熱交換器、又は、希釈ガスで処
理する同号公報における提案は、Ｎ２Ｏの接触分解熱が１９．５Ｋｃａｌ／ｍｏｌである
ことを考えると問題を有する。即ち、前記分解熱は、例えば、Ｎ２Ｏ濃度３４％のＮ２Ｏ
含有ガスを接触分解させると、その前後で約６００℃温度が上昇する程に大量の分解熱が
発生することを意味しており、従って、前記提案によって除熱しようとすると、大量の希
釈ガスを必要とするか、あるいは、大型の熱交換器を必要とすることとなり、除熱経費が
著しくかさむ恐れがあるのである。
　また、特開平６－２７７４５３号公報は、触媒性Ｎ２Ｏ分解プロセスの改良に関する提
案であり、同号公報にはＮ２Ｏ分解ゾーン内すべての温度を許容最大温度Ｔｍａｘ以下に
維持するために、分解ゾーン出口の流出ガスを冷却後、冷却ガス流の一部を分解ゾーンに
還流させる方法が開示されている。しかしながらこの提案も前記特開平５－４０２７号公
報と全く同様にＮ２Ｏ分解時に発生する大量の反応熱に起因する問題がある。
　即ち、従来、十分満足しうる亜酸化窒素の接触分解方法もまた提案されていないのであ
る。
　本発明は、以上において詳述した従来提案されているＮ２Ｏの分解方法が有する未解決
の諸問題を解消し得るＮ２Ｏの分解方法であり、Ｎ２Ｏを分解させることで地球温暖化を
防止しようとするものである。
　即ち、本発明の課題は、発生するＮ２Ｏ分解熱を効率的に制御し、Ｎ２Ｏを含む被処理
ガス中のＮ２Ｏを低温かつ高分解率で分解させ、必要に応じてＮＯ、ＮＯ２を低廉に回収
し得て、かつＮ２Ｏ分解器その他設備機器への熱負荷が少なく、その上、系外からの熱エ
ネルギーの供給が極めて少なく、設備コストが低廉で運転コストも低廉である、実用性に
優れるＮ２Ｏの分解方法による地球温暖化防止方法及びその装置を提供することである。
発明の開示
　本発明者らはＮ２Ｏの分解方法、特にＮ２Ｏの分解熱が関与する前記問題点を解消し得
る方法について、鋭意検討を重ねた結果、前記従来のＮ２Ｏ分解方法とは全く異なる前記
本発明課題を達成し得るＮ２Ｏの発熱的分解方法を見出し、本発明を完成させるに至った
。
　即ち本発明は、
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１．　Ｎ２Ｏを含有する被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解又は接触分解させるＮ２Ｏの発熱
的分解方法において、Ｎ２Ｏを含む被処理ガス流を分割し、その一部を予熱し、該気流中
のＮ２Ｏを発熱的に分解させ熱気流となし、分割された残りの被処理ガス流を該熱気流中
に供給して、Ｎ２Ｏの分解を継続させることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
２．　Ｎ２Ｏの発熱的分解が、熱分解により行われることを特徴とする上記１に記載のＮ

２Ｏ含有ガスの分解方法、
３．　分割された残りの被処理ガスを該熱気流の流れの方向の複数の箇所へ供給すること
を特徴とする上記２記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
４．　被処理ガス中のＮ２Ｏの分解を、実質上押し出し流れ状態で行うことを特徴とする
上記２又は３記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
５．　予熱を、燃料の酸化発熱反応を用いた直接加熱方式で行うことを特徴とする上記２
又は３記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
６．　燃料が水素又はメタノールであることを特徴とする上記５記載のＮ２Ｏ含有ガスの
分解方法、
７．　Ｎ２Ｏの発熱的分解が、接触分解により行われることを特徴とする上記１に記載の
Ｎ２Ｏ含有ガスの分解方法、
８．　分割された残りの被処理ガスを該熱気流の流れの方向の複数の箇所へ供給し、各々
触媒層と接触させてＮ２Ｏを発熱的に分解することを特徴とする上記７記載のＮ２Ｏ含有
ガスの分解方法、
９．　触媒層と接触してＮ２Ｏを発熱的に分解する直前の気流が、希釈ガスとの混合気体
であることを特徴とする上記７又は８記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
１０．　希釈ガスが、空気及び／又は被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させた後のガスで
あることを特徴とする上記９記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
１１．　被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解した後のガスを冷却後、希釈ガスとして用いる
ことを特徴とする上記９記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
１２．　予熱が、被処理ガス及び／又は希釈ガスと、水素を貴金属系触媒を用いて酸素と
反応させ生成する水蒸気とを混合することにより行われることを特徴とする上記７、８、
１０又は１１記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解方法、
１３．　Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを熱分解するＮ２Ｏガスを発熱的に分解する装置で
あって、
（ａ）Ｎ２Ｏを含む分割された一部の被処理ガスの導入部、
（ｂ）該導入したＮ２Ｏを含む被処理ガスの予熱部、
（ｃ）予熱部に隣接し、Ｎ２Ｏを含む分割された残りの被処理ガスを、熱分解部中の発熱
的に分解され熱気流となった気流の流れ方向の一箇所又は二箇所以上に供給する供給手段
を具備し、Ｎ２Ｏガスの発熱的分解を継続させる熱分解部、
（ｄ）熱分解した気体の排出部、
から成ることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解装置、
１４．　予熱部が燃料燃焼手段を具備してなることを特徴とする上記１３記載のＮ２Ｏ含
有ガスの分解装置、
１５．　燃料燃焼手段への燃料供給量の増減により、排出部の出口の気流の温度を、一定
温度に制御することを特徴とする上記１４記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置、
１６．　熱分解部が、少なくとも一つの被処理ガスの供給手段の前方及び／又は後方箇所
に多孔板及び／又は多管ノズルを具備して成ることを特徴とする上記１３、１４又は１５
記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置、
１７．　被処理ガスの供給手段のある方向へ流入する気流が、旋回流として流入するよう
に、多孔板、多管ノズル及び／又は被処理ガス供給口が設置されて成ることを特徴とする
上記１３、１４又は１５記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置、
１８．　Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを触媒に接触させＮ２Ｏを接触分解させることでＮ

２Ｏガスを発熱的に分解する装置であって、
（ａ）Ｎ２Ｏを含む分割された一部の被処理ガスの導入部、
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（ｂ）該導入したＮ２Ｏを含む被処理ガスの予熱部、
（ｃ）予熱部に隣接し、Ｎ２Ｏを含む分割された残りの被処理ガスを、接触分解部中の発
熱的に分解され熱気流となった気流の流れ方向の異なる箇所に供給する一つ又は二つ以上
の供給手段、及び触媒層を具備し、Ｎ２Ｏガスの発熱的分解を継続させる接触分解部、
（ｄ）接触分解した気体の排出部、
からなることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解装置、
１９．　導入部、予熱部、若しくは接触分解部のいずれか又はそれらの複数部に希釈ガス
を供給する手段をさらに有することを特徴とする上記１８記載のＮ２Ｏ含有ガスの分解装
置、
２０．　Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを触媒に接触させＮ２Ｏを接触分解させることでＮ

２Ｏガスを発熱的に分解する装置であって、
（ａ）Ｎ２Ｏを含む分割された一部の被処理ガスの導入部、
（ｂ）該導入したＮ２Ｏを含む被処理ガスの予熱部、
（ｃ）触媒層を有するＮ２Ｏを含む被処理ガスの接触分解部、
（ｄ）接触分解した気体の排出部、
からなる装置１と、
（ｅ）装置１から排出される接触分解後の熱気流となった排出ガスとＮ２Ｏを含む分割さ
れた残りの被処理ガスとの導入部、
（ｆ）該接触分解後の熱気流となった排出ガスとＮ２Ｏを含む分割された残りの被処理ガ
スとの混合部、
（ｇ）触媒層を有し、Ｎ２Ｏガスの発熱的分解を継続させるＮ２Ｏを含む被処理ガスの接
触分解部、
（ｈ）接触分解した気体の排出部、
からなる装置２の１つ又は複数とから構成されることを特徴とするＮ２Ｏ含有ガスの分解
装置、
２１．　装置１及び装置２の導入部、予熱部、混合部若しくは接触分解部のいずれか又は
それらの複数部に希釈ガスを供給する手段をさらに有することを特徴とする上記２０記載
のＮ２Ｏ含有ガスの分解装置、
２２．　地球温暖化ガスであるＮ２Ｏの大気中への放出が低減されたアジピン酸の製造方
法であって、
（１）シクロヘキサノール及び／又はシクロヘキサノンを硝酸酸化してアジピン酸となす
硝酸酸化工程、
（２）硝酸酸化工程から発生するＮ２Ｏ含有ガスからＨＮＯ３を回収する硝酸回収工程、
（３）ＨＮＯ３を回収した残りのＮ２Ｏを含有する被処理ガス流を分割し、その一部を予
熱し、該気流中のＮ２Ｏを発熱的に分解させ熱気流となし、分割された残りの被処理ガス
流を該熱気流中に供給して、Ｎ２Ｏの分解を継続させるＮ２Ｏ分解工程、
（４）Ｎ２Ｏ分解工程から排出されるＮ２Ｏ分解熱を回収するＮ２Ｏ分解熱回収工程、を
含むことを特徴とするアジピン酸の製造方法、
である。
発明を実施するための最良の形態
　以下において、本発明を詳細に説明する。
　本発明は、Ｎ２Ｏを含有するガス中のＮ２Ｏを発熱的に分解し、地球温暖化ガスである
Ｎ２Ｏの大気中への放出を著しく低減させることで、地球温暖化を防止するものである。
Ｎ２Ｏの分解に関しては、次の式（１）、（２）で示される反応が知られている。
　　Ｎ２Ｏ → Ｎ２ ＋ １／２Ｏ２ （１）
　　Ｎ２Ｏ → ＮＯ ＋ １／２Ｎ２ （２）
　上記式（１）の反応は１９．５ｋｃａｌ／ｍｏｌの熱量を発生する発熱反応であり、上
記式（２）の反応は１．９６ｋｃａｌ／ｍｏｌの吸熱反応である。従ってＮ２Ｏの分解反
応は式（１）の反応による発生熱量が式（２）の反応による吸収熱量に全体として勝って
いるときに発熱的分解になる。本発明におけるＮ２Ｏの分解は、このような発熱的Ｎ２Ｏ
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の分解を意味する。
　本発明は、Ｎ２Ｏを含有する被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解または接触分解させるＮ２

Ｏの分解方法において、Ｎ２Ｏを含む被処理ガス流を分割し、その一部を予熱し、該気流
中のＮ２Ｏを発熱的に分解させ熱気流となし、分割された残りの被処理ガス流を該熱気流
中に供給して、Ｎ２Ｏの分解を継続させる。
　本発明におけるＮ２Ｏを含む気体である被処理ガスは、好適には硝酸酸化法によるアジ
ピン酸の製造プロセスからの原料ガスであるが、本発明はこれに限定するものではない。
またＮ２Ｏの他に空気、窒素、酸素、水、二酸化炭素、一酸化炭素、一酸化窒素、二酸化
窒素、炭化水素類を含んでいても何ら問題ない。
　本発明におけるＮ２Ｏの熱分解とは、触媒を用いないで、Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏ
を発熱的に熱分解させることによって、Ｎ２ＯをＮ２、Ｏ２、ＮＯ、ＮＯ２等に変換させ
ることをいう。本発明では、Ｎ２Ｏを含む気体である被処理ガス流を分割して複数のガス
流を形成させ、そのガス流の一部を予熱する。
　この際の予熱温度は、Ｎ２Ｏが熱分解を実質上開始し得る温度であることが好ましい。
本発明における特に好ましい予熱温度は、約７５０℃以上約９５０℃以下である。予熱温
度が約７５０℃未満であると、Ｎ２Ｏの熱分解反応域に該予熱ガス流を導入した際に、Ｎ

２Ｏの熱分解反応を実用的な反応速度で進行させ得なくなる恐れがある。また約９５０℃
を越えると、実質的なＮ２Ｏの熱分解反応が開始するので、本発明の予熱するという利点
が失われる。この予熱温度に応じて、予熱領域に近接した熱分解領域における導入された
被処理ガスの滞留時間を適宜設定することができる。
　予熱された前記被処理ガス流の一部は、予熱領域に隣接するＮ２Ｏ熱分解反応領域に導
入され、この反応領域において、Ｎ２Ｏの自己熱分解が発熱的に開始され、熱分解し、Ｎ

２Ｏの分解熱によって、導入されたガス流の流れの方向にガス流の温度がより上昇し、高
温の熱気流が形成される。
　本発明では、この高温の熱気流中に、分割された残りの被処理ガス流を供給することに
よって、その残りの被処理ガス流の温度をＮ２Ｏの熱分解温度以上に上昇させ、熱気流中
に供給された被処理ガス中のＮ２Ｏの熱分解を引き続いて行わせるのである。
　分割された残りの被処理ガス流は、前記熱気流の流れの方向の複数の箇所へ供給するこ
とがより好ましく、２～５箇所に供給することが特に好ましい。このようにすることで、
本発明によれば、先に供給した被処理ガス中のＮ２Ｏが自己熱分解して発熱する分解熱を
、それより後に供給した被処理ガス流の昇温に、高度に順次利用することができるのであ
り、またＮ２Ｏの熱分解反応系の温度雰囲気を、１０００℃程度の比較的低温領域から１
３００℃程度の中温領域にいたるまでの至適状態に制御できるのである。被処理ガス流を
分割した流れの数が多くなれば、それにつれて予熱に要する燃料の投入量が少なくてすみ
、Ｎ２Ｏの分解反応を所定の温度に維持するためのエネルギーコストが低減される。
　本発明によるＮ２Ｏを含むガス中のＮ２Ｏの熱分解は、Ｎ２Ｏ熱分解領域に導かれるガ
ス流れを押し出し流れ状態となして行うことが好ましい。このようにすることで、被処理
ガス中のＮ２Ｏが熱分解して発熱する分解熱を、後からＮ２Ｏ熱分解領域に供給する被処
理ガス流の昇温に、より効率よく利用することができる。また、該ガス流れを押し出し流
れ状態とすることによって、Ｎ２Ｏ熱分解反応域における熱気流の温度をより正確に制御
することが可能となり、所望する温度域の熱気流の所望する箇所に、分割された残りの被
処理ガス流を供給することが可能となるのである。
　本発明における処理すべき被処理ガス流を分割して得られるガス流の一部を予熱する際
の予熱方法は、特に制限されるものではなく、従来公知のガス体を加熱する方法のいずれ
を用いても差し支えない、例えば、被処理ガスの流れる管を外部から加熱する管式型加熱
等の間接加熱方式、燃焼ガス中に被処理ガスを入れて加熱する気体熱媒体型加熱方法や燃
料及び／又は被処理ガスの一部を燃焼させその熱で被処理ガスを加熱する部分燃焼型加熱
方法などの直接加熱方式、さらには電気炉による加熱方式、マイクロ波加熱方式などのい
ずれであっても良い。
　前記予熱方法のうち、本発明では、直接加熱方式が、他の加熱方式より容易にかつ低廉
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に所望する温度までガス流れを加熱することができるので、特に好ましく用いることがで
きる。
　直接加熱方式をより具体的に示すと、部分燃焼型加熱方法としては、被処理ガス中のＮ

２Ｏを燃料と直接反応させ、この反応熱により被処理ガスを加熱する方法を例示できる。
気体熱媒体型加熱方法としては、燃料の燃焼により形成された高温ガスと被処理ガスを混
合する方法を例示できる。
　本発明における前記燃料とは支燃性ガスの存在下で燃焼する物質であり、気体燃料、液
体燃料、固体燃料を幅広く使用できる。気体燃料としては、天然ガス、メタン、プロパン
、ブタン等の炭化水素ガス、水素ガス、アンモニア、ヒドラジン等が例示される。液体燃
料としては、ガソリン、ケロシン、軽油等の炭化水素類、メタノール、エタノール等のア
ルコール類が例示される。気体燃料の中では水素ガスが二酸化炭素の発生がなく、環境へ
の影響がきわめて微少である点で他の燃料より優れているために特に好ましい。また、液
体燃料の中ではメタノールが安価でかつ取り扱い容易な点で他の燃料より優れているため
に、本発明では特に好ましく用いられる。支燃性ガスとしては、空気、酸素、亜酸化窒素
等を例示できる。
　次に、本発明によるＮ２Ｏを熱分解することで地球温暖化を防止する地球温暖化防止装
置について説明する。
　本発明によるＮ２Ｏを熱分解する地球温暖化防止装置、即ち、Ｎ２Ｏ熱分解装置は、
　（ａ）Ｎ２Ｏを含む被処理ガスの導入部、
　（ｂ）導入した被処理ガスの予熱部、
　（ｃ）予熱部に隣接し、気流の流れ方向の一箇所又は二箇所以上に、Ｎ２Ｏを含む被処
理ガスの供給手段を具備する熱分解部、
　（ｄ）熱分解した気体の排出部、
から成る。熱分解部はＮ２Ｏを熱分解させる領域である。
　第１図に、本発明によるＮ２Ｏ熱分解装置を説明するための概念図を示した。第１図に
おいて、１はＮ２Ｏを含むガス導入部、２は導入したガスの予熱部、３は予熱ガス受け入
れ部、４はＮ２Ｏを含むガスの供給部、５はＮ２Ｏの熱分解反応を行わせるＮ２Ｏ熱分解
部、６は熱分解ガス排出部、７は熱分解反応器（炉）壁を示す。
　被処理ガスの一部が、ガス導入部１を経て予熱部２でＮ２Ｏが熱分解を開始し得る温度
に均一に予熱される。予熱を既述の直接加熱方式によって行う場合には、予熱部２に、図
示していない燃料、支燃性ガスの導入部を設ければよい。この場合には予熱部内に燃焼バ
ーナ等の燃料燃焼手段を具備させることが好ましい。
　予熱されたＮ２Ｏ含有ガスは、予熱ガス受け入れ部３から熱分解部５へ導かれる。熱分
解部５は予熱部２に隣接して又は接続されて予熱ガス受け入れ部３を介して設けられる。
この熱分解部５で、Ｎ２Ｏの熱分解温度以上の温度でＮ２Ｏの熱分解が行われ、発生した
Ｎ２Ｏの分解熱で熱気流が形成される。
　形成された熱気流は、ガス供給部４より供給される分割された被処理ガスの残りの被処
理ガス流と熱分解部５で混合される。第１図においては、このＮ２Ｏを含むガスの供給部
４の数が３である場合を示すが、本発明において特に好ましいＮ２Ｏを含むガスの熱分解
部５における供給部の数（被処理ガス供給段数）は２～５である。
　Ｎ２Ｏを含むガス供給部４は、熱分解部５内の熱気流の流れの状態を調整し得るガス供
給手段を有することが好ましい。例えば、ガス供給部の一又は二以上が、被処理ガスの流
れの方向と速度を調整し得る１つ以上のノズルから成るようにすることである。かかる手
段を付与することにより、流れの方向と速度が至適に調整された被処理ガスを熱分解部に
導入することが可能となり、熱分解部内の熱気流の流れの状態を制御することができる。
　前記熱気流は、１番目のガス供給部４からのガスと混合され、合流し、その温度は一時
的に低下する。次にこの合流した熱気流は、Ｎ２Ｏの熱分解が進むにつれて、温度が上昇
し、再び熱気流となり、２番目のガス供給部４からの被処理ガスと混合される。以下同様
にして、ガス供給部４から導入された被処理ガスは、その中のＮ２Ｏが順次熱分解されて
、高い変化率で熱分解された後、熱分解ガス排出部６を経て熱分解反応装置より排出され
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る。
　本発明においては、Ｎ２Ｏの熱分解反応を連鎖反応的に安定して進行させることが好ま
しく、このために熱分解部５内のガス流れを実質上押し出し流れ（プラグフロー）となす
ことが好ましい。必要に応じて、隔壁、邪魔板、多孔板、充填物等のガス流れ調整手段を
熱分解部５に設けてもよい。本発明において好ましいのは、熱分解部５内のＮ２Ｏを含む
ガス供給部４の前方及び／又は後方箇所に、図示してない多孔板及び／又は多管ノズルを
ガス流れを押し出し流れとするように具備させることである。
　また、本発明においては、Ｎ２Ｏを含むガス供給手段の方向へ流入する熱気流が、旋回
流として流入するようにガス流れを調整することが好ましい。熱気流を旋回流となすため
に、隔壁、邪魔板、多孔板、充填物等のガス流れ調整手段を熱分解部５に設けてもよい。
熱気流を旋回流に制御するために、ガス供給部４に、被処理ガス流の流れの方向と速度を
調整し得る１つ以上のノズルから成るガス供給手段を具備させることが好ましい。
　本発明では、熱分解装置出口（熱分解排出部６の出口）の気流の温度を一定の値に制御
することが好ましい。このようにすることで、機器の長時間継続運転が可能となる。この
出口温度は、被処理ガスの供給温度、被処理ガス中のＮ２Ｏ濃度、被処理ガス供給速度、
予熱部に供給される燃料の量等で変化する。従って熱分解装置出口の気流温度を一定に保
つには、これらの因子を制御する必要があるが、本発明では、予熱部に供給される燃料の
量を制御することで熱分解装置出口の気流温度を一定に保つことが好ましい。このように
すれば、分解温度をより安定に保つことができる。
　本発明では、被処理ガスの供給温度を約７５０℃未満とすることが好ましい。また、熱
分解装置から流出する反応終了後の気体の温度には特に制限はなく、１０００℃程度の比
較的低温領域から１３００℃以下の中温領域までの広い温度範囲で制御することが可能で
ある。さらに必要であれば１５００℃以上とすることも可能である。
　本発明におけるＮ２Ｏの接触分解とは、Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを、触媒を用いて
（触媒と接触させて）発熱的に分解させＮ２ＯをＮ２、Ｏ２に変換させることをいう。本
発明は、Ｎ２Ｏを接触分解させて地球温暖化を防止する方法及びその防止装置である。こ
の接触分解法の場合は分解温度が前記熱分解法に比べてより低温なのでＮＯ、ＮＯ２はほ
とんど発生しないか、例え発生しても極く僅かである。
　本発明におけるＮ２Ｏを含有するガスである被処理ガスは前述のごとく、Ｎ２Ｏの他に
空気、窒素、酸素、水、二酸化炭素、一酸化炭素、一酸化窒素、二酸化窒素、炭化水素類
を含んでいても何ら問題ない。しかしながら、接触分解法においては、被処理ガス中に含
まれる成分が温度条件により触媒を被毒する恐れがある場合、あるいは、好ましくない反
応が起こる可能性がある場合には、あらかじめその成分を除去して触媒層に供給すること
が好ましい。例えば、Ｎ２Ｏを含有するガスがパラジウム触媒等の被毒原因となる一酸化
窒素、二酸化窒素を含有する場合には、予めこれらの成分を吸収塔で酸化吸収後、ミスト
の水分を除去した後、本発明の被処理ガスとして用いることが好ましい。従って、本発明
における被処理ガスは、Ｎ２Ｏ分解設備に供給する前に予め含まれる他の成分を除去した
ガスや、他のガスと混合されたガス等であっても差し支えない。
　本発明は、Ｎ２Ｏ分解触媒の種類によって制約されるものではない。しかしながら、本
発明の課題を達成するのに、より好ましい触媒は銅、ニッケル、鉄、コバルト、パラジウ
ム又はこれらの金属の酸化物あるいは複合酸化物を含有する触媒である。触媒は担体上に
触媒を保持した担持触媒の形態で使用することが好ましい。触媒担体としては適度な細孔
を有し、熱安定性の高いものが選ばれる。本発明において好ましい触媒担体はアルミニウ
ム、シリカ、チタン、マグネシウム、ジルコニウムの酸化物あるいは複合酸化物である。
これらの担体のうち、アルミニウム酸化物では、α－アルミナ、β－アルミナ、γ－アル
ミナがより好ましい。シリカ・アルミナ系の複合酸化物では、ＺＳＭ５等のゼオライトが
より好ましい。チタン酸化物では、アナターゼ型及びルチル型の酸化チタンがより好まし
い。ジルコニアも耐熱性が高く好ましい。さらには、上記した担体の混合物から成る担体
も好ましく用いうる。また、本発明における触媒の担持は公知の方法によって差し支えな
く、例えば、触媒金属の水溶性塩の水溶液を担体に含浸させた後焼成処理する方法であっ
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てよい。
　本発明においてより好ましく用い得る触媒系は、２００～８００℃のＮ２Ｏ接触分解温
度を有するものであり、特に好ましくは、３００～７００℃の接触分解温度を有する触媒
系である。
　上述した接触分解温度がより高温度である触媒系においては、本発明によるＮ２Ｏの接
触分解方法を適用することによって、Ｎ２Ｏ接触分解時に発生する分解熱をより効率よく
次のＮ２Ｏ接触分解に利用し得る。
　本発明では処理すべき被処理ガス流を分割したガス流となして、その分割したガスの一
部即ち、複数のガス流のうちの一つのガス流を予熱してＮ２Ｏの接触分解領域に導入し、
被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させて熱気流を生成させる。この熱気流中に、前記分割
された残りの被処理ガスを供給する。このようにすることで、その残りの被処理ガス流の
温度をＮ２Ｏの触媒による反応開始温度以上に上昇させ、触媒層を通過させることによっ
て被処理ガス中のＮ２Ｏの接触分解を継続させるのである。触媒層がＮ２Ｏの接触分解領
域となる。
　分割された残りの被処理ガスは、前記熱気流の流れの方向の複数の箇所へ供給すること
が好ましい。この供給された被処理ガスは前記複数の箇所で、前記熱気流と混合され、そ
の供給箇所の後方に位置する触媒層と各々接触させる。このようにすることで、本発明に
よれば、先に供給した被処理ガス中のＮ２Ｏが接触分解されて発生する分解熱を、それよ
り後方で供給した被処理ガス流の昇温に、高度に順次利用することができる。前記分割被
処理ガス流の供給箇所は２～４箇所が特に好ましい。被処理ガス流の分割数が多くなれば
、希釈ガスの量が少なくてすむので、Ｎ２Ｏの分解反応を所定の温度に維持するためのエ
ネルギーコストが低減される。
　本発明では、上述のように被処理ガス流を分割して、複数の導入口より接触分解装置へ
導入する。このときの被処理ガスの分割比率は対象とする被処理ガス中のＮ２Ｏ濃度、用
いる触媒系に要求されるＮ２Ｏ分解温度及び用いる触媒層の処理能力を考慮して、適宜選
択して差し支えない。しかしながら、被処理ガスを分割導入することによる効果を大きく
するためには、隣接する触媒層において前方の触媒層に導入する被処理ガス量をＱ Ｎｍ
３／Ｈとするとき、その後方の触媒層には１．１～３．０Ｑ Ｎｍ３／Ｈになるように分
割導入することがより好ましく、特に好ましくは、１．２～２．７Ｑ Ｎｍ３／Ｈである
。同様に、触媒層の容量は、触媒系および各触媒層の入り口、出口の温度をそれぞれ同じ
くした場合には、隣接する触媒層において前方の触媒層の容量をＶｍ３とするとき、その
後方の触媒層の容量は１．１～３．０Ｖｍ３になるように分割することがより好ましく、
特に好ましくは、１．２～２．７Ｖｍ３である。
　本発明においては既述のように被処理ガスを分割してその一部を予熱する。この予熱方
法はＮ２Ｏ接触分解法においても、特に制約されるものではなく、従来公知のガス体を加
熱する方法の何れを用いても差し支えない。例えば、被処理ガスの流れる管を外部から加
熱する管式型加熱等の間接加熱方式、燃焼ガス中に被処理ガスを入れて加熱する気体熱媒
体型加熱方法や燃料及び／又は被処理ガスの一部を燃焼させその熱で被処理ガスを加熱す
る部分燃焼型加熱方法などの直接加熱方式、さらには電気炉による加熱方式、マイクロ波
加熱方式などの何れであっても良い。また、水素等の可燃性ガスを触媒を用いて酸素等の
酸化性ガスと反応させその反応ガスを被処理ガスと混合することによる予熱方式でもよい
。これらの方式の中では、水素ガスを空気中の酸素と貴金属系触媒により反応させ生成す
る水蒸気を予熱源に用いる方法が、低温からの予熱が可能であり予熱温度の制御範囲が幅
広いのでより好ましい。
　本発明のＮ２Ｏ接触分解法においては、必要に応じて希釈ガスを用いることができる。
この希釈ガスは接触分解系において、特定の箇所に限定されることなく用いることができ
、また、気体流の温度を所定の温度に制御したい場合に用いればよい。従って、例えば、
被処理ガス中のＮ２Ｏ濃度が低く分解熱の発生による懸念すべき温度上昇を考慮する必要
がない場合には希釈ガスを用いなくてもよい。逆に、例えば、Ｎ２Ｏ濃度が高いか、ある
いは用いる触媒系の反応温度が狭い特定温度範囲に限定される場合などには、分解後の気
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体流の温度上昇を抑制するか、あるいは、気体流の温度を特定温度範囲内に制御する必要
を生じるので、希釈ガスが好ましく用いられる。
　本発明で希釈ガスを使用する場合は希釈ガスの供給箇所を被処理ガスの供給箇所と同じ
くすることが好ましい。希釈ガスは触媒被毒物質や、Ｎ２Ｏ分解反応を阻害する物質を含
まないガスから選んでよい。本発明において特に好ましく用いられる希釈ガスは、安価で
入手し易く、取り扱いが容易である点から空気及び／又はＮ２Ｏを含有するガス中のＮ２

Ｏを接触分解させた後のガスである。
　本発明の対象とするＮ２Ｏの接触分解反応は、窒素と酸素を発生し、ガス量が増える不
可逆的な反応であるから、触媒層の操作圧を高くした方が、ガス処理量を多くすることが
でき、また、設備を小さくし得る点から有利と考えられる。しかし、純粋なＮ２Ｏのガス
は加圧下で爆発的に反応する挙動があるとされており、本発明者らは、混合系であっても
過度の加圧下ではＮ２Ｏのガスが爆発的に分解する可能性があると考えている。従って、
本発明における好ましい触媒層の操作圧力は大気圧から０．５ＭＰａ、より好ましくは大
気圧から０．３ＭＰａである。なお、既述の熱分解法の圧力についても同様である。
　本発明は、Ｎ２Ｏを熱分解または接触分解させるいずれのＮ２Ｏ分解方法においても、
Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏ濃度が６０容量％以下であるガスにより好適に用いられる。
特に好ましい被処理ガス中のＮ２Ｏ濃度は、２～５０容量％である。被処理ガス中のＮ２

Ｏ濃度が６０容量％を越えると、純粋なＮ２Ｏガスの爆発的な分解挙動を無視し得なくな
る懸念を生ずる。
　本発明における各触媒層入り口のガス流中のＮ２Ｏ濃度は、本発明の目的を達成し得る
ように設定すればよいが、２～２０容量％がより好ましく、特に好ましくは５～１５容量
％である。触媒層入り口のガス中のＮ２Ｏ濃度を２容量％未満にすると、接触分解して発
生する熱による触媒層出口の温度上昇が少なくなり、それより後方で供給した被処理ガス
流の昇温に、順次高度に利用することができなくなる恐れがある。また、各触媒層入り口
ガス中のＮ２Ｏ濃度を２０容量％超にすると、接触分解して発生する熱による触媒層出口
温度の上昇が過度になり、触媒の熱劣化が加速され、更には、設備が破壊され易くなる恐
れがある。
　次に、本発明によるＮ２Ｏを接触分解する地球温暖化防止装置即ち、Ｎ２Ｏ接触分解装
置について説明する。
　本発明によるＮ２Ｏの接触分解装置は、Ｎ２Ｏを含む気体である被処理ガスを触媒層に
接触させ、Ｎ２Ｏを接触分解させる装置であって、
（ａ）被処理ガス及び／又は希釈ガスの導入部、
（ｂ）被処理ガス及び／又は希釈ガスの混合部、
（ｃ）装置の長手方向の異なる箇所に被処理ガス及び／又は希釈ガスの一つ又は二つ以上
の供給手段を具備する混合部、
（ｄ）触媒層を有する接触分解部、
（ｅ）接触分解した気体の排出部、
からなる。
　また、本発明によるＮ２Ｏの接触分解装置は、Ｎ２Ｏを含む気体中のＮ２Ｏを接触分解
する装置であって、
（ａ）被処理ガス及び／又は希釈ガスの導入部、
（ｂ）被処理ガス及び／又は希釈ガスの混合部、
（ｃ）触媒層を有する接触分解部、
（ｄ）接触分解した気体の排出部、からなる装置と、
（ｅ）該接触分解後の排出ガスと被処理ガス及び／又は希釈ガスの導入部、
（ｆ）該接触分解後の排出ガスと被処理ガス及び／又は希釈ガスの混合部、
（ｇ）触媒層を有する接触分解部、
（ｈ）接触分解した気体の排出部、
　からなる装置の１つ又は複数と
から構成される。
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　いずれの場合も、触媒層が前述したＮ２Ｏの分解領域である。
　本発明においては、被処理ガス及び／又は希釈ガスを予熱することはＮ２Ｏ分解反応を
制御するために有効な手段である。このために、被処理ガス及び／又は希釈ガスの混合部
は、被処理ガス及び／又は希釈ガスを予熱する部分を兼ね備えていることが好ましい。
　第４図、第５図に、本発明によるＮ２Ｏの接触分解装置を説明するための概念図を示し
た。
　本発明による接触分解装置は、第４図に示すように一つの分解装置の中に複数の触媒層
を有していてもよく、また、第５図に示すように、独立する触媒層を結合した分解装置で
あってもよい。
　第４図、第５図において、１７は被処理ガス導入部、１８は希釈ガス導入部、１９は導
入したガスの予熱部、２０は予熱ガス受け入れ部、２１は空隙部、２２は接触分解部、２
３は混合部、２４は被処理ガスの供給部、２５は希釈ガス供給部、２６は接触分解ガスの
排出部、２７は接触分解反応器の器壁を示す。
　第４図において、被処理ガスの一部と希釈ガスが、ガス導入部１７及び１８を経て予熱
部１９でＮ２Ｏの触媒による接触分解の反応開始温度に均一に予熱される。予熱されたＮ

２Ｏ含有ガスは、予熱ガス受け入れ部２０から接触分解部２２へ導かれる。接触分解部２
２は予熱部１９に隣接して、又は接続されて、予熱ガス受け入れ部２０を介して設けられ
る。この接触分解部２２で、Ｎ２Ｏの接触分解が行われ、発生したＮ２Ｏの分解熱で熱気
流が形成される。形成された熱気流は、被処理ガス供給部２４より供給される分割された
被処理ガスの残りの被処理ガスと希釈ガス供給部２５から供給される希釈ガスと混合部２
３で混合され、所定の濃度、温度とした後、接触分解部２２でＮ２Ｏの接触分解が行われ
る。第４図においては、接触分解部への、この被処理ガス供給部２４の数が２である場合
を示すが、本発明において特に好ましいＮ２Ｏを含むガスの接触分解部２２における供給
部の数は２～４である。同様に、希釈ガス供給部２５より供給される希釈ガス供給部の数
は第４図においては、２であるが、特に好ましい希釈ガス供給部の数は２～４である。
　以下同様にして、被処理ガス供給部２４から導入された被処理ガスは、その中のＮ２Ｏ
が順次触媒により接触分解されて、最終的には接触分解ガス排出部２６を経て接触分解反
応装置より排出される。
　以上は第４図に基づいて説明したが、第５図に示す装置も実質的に第４図に示す装置と
同様である。
　本発明においては、Ｎ２Ｏの触媒による接触分解反応を安定して進行させるために混合
部２３の前方及び／又は後方箇所に、図示していない多孔板及び／又は縮流部を混合後の
ガス流が均一な流れとなるように具備させることが好ましい。また、混合部２３内に邪魔
板、充填物等のガス体の混合機能を有した構造物を挿入しても良い。Ｎ２Ｏを含むガス供
給部２４及び希釈ガス供給部２５は、反応器内の熱気流が旋回流になるようにするために
、各供給部が、供給ガスの流れの方向と速度を調整しうるそれぞれ１つ以上のノズルから
成るガス供給手段を有していることが好ましい。
　本発明におけるガス流量、ガス温度の制御方法は、特に限定されるものではない。しか
しながら、各触媒層における触媒充填量により各触媒層への被処理ガス供給量を振り分け
、各触媒層入り口のガス中のＮ２Ｏ濃度及びガス温度が実質上等しくなるように、希釈ガ
ス流量及び希釈ガス温度を調整することが好ましく、このようにすることで各触媒層の入
り口、出口温度を所望する状態に制御できる。
　本発明では、被処理ガスを分割してその一部を最初の接触分解部に供給することにより
、その次の接触分解部以降、即ち、２段目の接触分解部以降は被処理ガスを反応開始温度
まで昇温するために必要な熱量の一部もしくはすべてを、その前の接触分解部からの高温
ガスと混合することで達成できるので、反応系に必要な被処理ガスの熱交換器サイズをよ
り小さく抑えることが可能である。また、本発明によれば、接触分解部全域の温度制御に
希釈ガスを、好ましくは被処理ガスとの混合気体として、それぞれの接触分解部へ供給す
ることにより、各触媒層温度の管理を容易にすると共に、希釈ガスの供給総量をより低減
し得る。従って、また、希釈ガス送気設備を小さくし得て、運転コスト及び設備投資を著
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しく少なくすることが可能である。
　本発明では、分解反応によるガス流の保有熱の有効利用の観点から、Ｎ２Ｏ分解反応装
置から流出する反応後の気体は、一般的な構造を有するボイラーに導入して反応熱を蒸気
として回収することが好ましい。また、被処理ガスを、ボイラーにより冷却された反応終
了後のガスと熱交換することにより加熱して、本発明の反応装置に供給する被処理ガスを
昇温することが好ましい。
　また、反応器から流出する熱分解反応完了後の気体中に含まれている窒素酸化物（ＮＯ
，ＮＯ２）は、水及び空気と接触させて、ＮＯ，ＮＯ２を硝酸水溶液として回収すること
が好ましい。既述のように、本発明におけるＮ２Ｏを含む気体である被処理ガスは、好適
には硝酸酸化法によるアジピン酸の製造プロセスからの原料ガスであるが、アジピン酸プ
ラントから排出された亜酸化窒素を本発明の方法により熱分解する場合は、該回収された
硝酸水溶液は、再びアジピン酸の製造に用いることが好ましい。生成するＮＯ，ＮＯ２を
再利用する必要が無い場合は、前記ボイラー又は熱交換器から流出する排ガス中のＮＯ，
ＮＯ２を触媒の存在下で還元処理することが好ましい。還元処理方法としては、ＮＯ，Ｎ
Ｏ２を含有する排ガスを、例えば、触媒の存在下でＮＨ３と反応させ、ＮＯ及びＮＯ２を
Ｎ２とＨ２Ｏに変換する方法があげられる。このようにすることで熱分解反応終了後の気
体を無公害化することができる。
　以上から明らかなように、本発明による地球温暖化防止方法及びその装置は、Ｎ２Ｏを
含有する気体、特に、硝酸を酸化剤として使用する化学プロセスから発生するＮ２Ｏ含有
気体、Ｎ２Ｏ含有原料ガスに好ましく用い得るものである。特にアジピン酸の製造方法に
好ましく用い得る。
　即ち本発明は、地球温暖化ガスであるＮ２Ｏの大気中への放出が極めて低減されたアジ
ピン酸の製造方法であって、
（１）シクロヘキサノール及び／又はシクロヘキサノンを硝酸酸化してアジピン酸となす
硝酸酸化工程、
（２）硝酸酸化工程から発生するＮ２Ｏ含有ガスからＨＮＯ３を回収する硝酸回収工程、
（３）ＨＮＯ３を回収した残りのＮ２Ｏを含有する被処理ガス流を分割し、その一部を予
熱し、該気流中のＮ２Ｏを発熱的に分解させ熱気流となし、分割された残りの被処理ガス
流を該熱気流中に供給して、Ｎ２Ｏの分解を継続させるＮ２Ｏ分解工程、
（４）Ｎ２Ｏ分解工程から排出されるＮ２Ｏ分解熱を回収するＮ２Ｏ分解熱回収工程、
を含むアジピン酸の製造方法、に特に好ましい。
実施例
　以下に実施例を挙げ、本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の実施例に限定
されるものではない。
　実施例１
　表１の組成と流量を有するアジピン酸プラントから排出されるＮ２Ｏを含有する被処理
ガス（原料ガス）中のＮ２Ｏを熱分解させる。
　第２図に熱分解装置の概念図を示した。
　熱分解反応炉（熱分解部８）は、内径４５０ｍｍ、長さ４７５０ｍｍの円筒状耐熱レン
ガ炉であり、その炉壁の厚みは３００ｍｍである。炉内は略同じ容量の空隙部を有する４
つの熱分解反応室（Ｎ２Ｏの分解領域）に厚み２００ｍｍの耐熱レンガ製多孔板で直列に
仕切られる。被処理ガス供給段数は４である。第１の反応室には分割され予熱された被処
理ガスが流入し、第２、第３、第４の反応室には、分割された残りの被処理ガスが導入さ
れる。第２、第３、第４反応室には、多孔板から熱気流が各反応室に流入する直後に被処
理ガスの供給口が設置される。また、第２、第３、第４の反応室には、該被処理ガス供給
口の後方であって、熱気流が流入する多孔板から１５０ｍｍの位置に厚さ２００ｍｍ高さ
３００ｍｍの耐熱レンガ製邪魔板を設置する。熱分解部と同じく耐火レンガで形成された
予熱部は、内径２００ｍｍ長さ５００ｍｍの円筒状空隙部を有し、その端部に被処理ガス
導入口を有し、もう一方の端部は熱分解部に接続される。該予熱部へは、被処理ガス１Ｎ
ｍ３当たり１２ｋｃａｌに当たる水素が１．３Ｎｍ３／ｈｒで空気と共に導入され、予熱
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部内において燃焼され、予熱部に１７．９Ｎｍ３／ｈｒで導入される被処理ガスと均一に
混合される。供給する被処理ガスの温度を５５０℃とする。第１の反応室へ予熱部から導
入される気体流の温度は８３０℃である。第２、第３、第４反応室へ５５０℃の被処理ガ
スをそれぞれ３４．１Ｎｍ３／ｈｒ、７２．６Ｎｍ３／ｈｒ、１５５．４Ｎｍ３／ｈｒで
供給する。第２、第３、第４反応室の入り口における熱気流と被処理ガスとの混合後の気
体流の温度はそれぞれ８３０℃であり、炉内圧はゲージ圧で１．２５ｋｇ／ｃｍ２となる
。
　熱分解炉から排出される気体流の温度は１１６３℃であり、供給被処理ガス中のＮ２Ｏ
の９９％以上が熱分解される。
　実施例２
　被処理ガス供給温度が３００℃であり、予熱部へ供給する水素流量が７．２Ｎｍ３／ｈ
ｒであり、予熱部、第２、第３、第４反応室へ供給する被処理ガスの流量をそれぞれ、５
５．７Ｎｍ３／ｈｒ、６０．０Ｎｍ３／ｈｒ、７２．９Ｎｍ３／ｈｒ、９１．４Ｎｍ３／
ｈｒとする以外実施例１と同様にして、アジピン酸プラントから排出される被処理ガス中
のＮ２Ｏを熱分解させる。
　熱分解炉内の圧力は１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、予熱部内と、第２、第３、第４反応
室の入り口における混合後の気体流の温度はそれぞれ８３０℃となり、熱分解炉から排出
される気体流の温度は１０２７℃であり、供給する被処理ガス中のＮ２Ｏの９９％以上が
熱分解される。
　実施例３
　被処理ガス供給温度が７００℃であり、予熱部へ供給する水素流量が０．１Ｎｍ３／ｈ
ｒであり、予熱部、第２、第３、第４反応室へ供給する被処理ガスの流量をそれぞれ、３
Ｎｍ３／ｈｒ、１２．０Ｎｍ３／ｈｒ、５０．６Ｎｍ３／ｈｒ、２１４．４Ｎｍ３／ｈｒ
とする以外実施例１と同様にして、被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解させる。
　熱分解炉内の圧力は１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、予熱部内と、第２、第３、第４反応
室の入り口における混合後の気体流の温度はそれぞれ８３０℃となり、熱分解炉から排出
される気体流の温度は１２６３℃であり、供給する被処理ガス中のＮ２Ｏの９９％が熱分
解される。
　実施例４
　予熱部へ供給する水素流量が１．２Ｎｍ３／ｈｒであり、予熱部、第２、第３、第４反
応室へ供給する被処理ガスの流量をそれぞれ、１９．７Ｎｍ３／ｈｒ、３６．１Ｎｍ３／
ｈｒ、７３．４Ｎｍ３／ｈｒ、１５０．８Ｎｍ３／ｈｒとする以外実施例１と同様にして
、被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解させる。
　熱分解炉内の圧力は１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、予熱部内と、第２、第３、第４反応
室の入り口における混合後の気体流の温度はそれぞれ８００℃となり、熱分解炉から排出
される気体流の温度は１１３１℃であり、供給する被処理ガス中のＮ２Ｏの９９％以上が
熱分解される。
　実施例５
　実施例１における熱分解反応炉を、略同じ容量の空隙部を有する第１、第２、第３反応
室に厚さ２００ｍｍの耐熱レンガ製多孔板で直列に区分する。被処理ガス供給口、邪魔板
の位置関係は実施例１と略同一である。予熱部は実施例１の予熱部と同じ容量である。予
熱部へ供給する水素流量を２．９Ｎｍ３／ｈｒとし、予熱部、第２、第３反応室へ供給す
る被処理ガスの流量をそれぞれ、４０．４Ｎｍ３／ｈｒ、７６．５Ｎｍ３／ｈｒ、１６３
．１Ｎｍ３／ｈｒとする。その他は実施例１と同様にして、被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分
解させる。
　熱分解炉内の圧力は１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、予熱部と、第２、第３反応室の入り
口における混合後の気体流の温度はそれぞれ８３０℃となり、熱分解炉から排出される気
体流の温度は１１７３℃であり、供給する被処理ガス中のＮ２Ｏの９９％以上が熱分解さ
れる。
　実施例６
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　実施例１における熱分解反応炉を略同じ容量の空隙部を有する第１、第２反応室に厚さ
２００ｍｍの耐熱レンガ製多孔板で直列に区分する。被処理ガス供給口、邪魔板の位置関
係は実施例１と略同一である。予熱部は実施例１の予熱部と同じ容量である。予熱部へ供
給する水素流量を６．９Ｎｍ３／ｈｒとし、予熱部、第２の反応室へ供給する被処理ガス
の流量をそれぞれ、９６．６Ｎｍ３／ｈｒ、１８３．４Ｎｍ３／ｈｒとする。その他は実
施例１と同様にして、被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解させる。
　熱分解炉内の圧力は１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、予熱部内と、第２の反応室の入り口
における混合後の気体流の温度はそれぞれ８３０℃となり、熱分解炉から排出される気体
流の温度は１２００℃であり、供給する被処理ガス中のＮ２Ｏの９９％以上が熱分解され
る。
　実施例７
　表１の組成と流量を有するアジピン酸プラントから排出されるＮ２Ｏ含有被処理ガス中
のＮ２Ｏを熱分解させる。
　第３図に熱分解装置の概念図を示した。
　熱分解反応炉（熱分解部）は、内径４００ｍｍ、長さ４３００ｍｍの円筒状耐熱レンガ
炉であり、その炉壁の厚みは３００ｍｍである。炉内は略同じ容量の空隙部を有する４つ
の熱分解反応室（Ｎ２Ｏの分解領域）に厚み２００ｍｍの耐熱レンガ製多孔板で直列に仕
切られる。第１の反応室には分割され予熱された被処理ガスが流入し、第２、第３、第４
の反応室には、分割された残りの被処理ガスが導入される。第２、第３、第４反応室には
、多孔板から熱気流が各反応室に流入する直後に被処理ガスの供給口が設置される。この
被処理ガス供給口は熱分解反応炉の長軸に垂直な平面上に二カ所対向して設置され、また
被処理ガスの吹き出し方向が当該長軸と交差しないように設置されている。熱分解部と同
じく耐火レンガでできた予熱部は、内径２００ｍｍ、長さ５００ｍｍの円筒状空隙部を有
し、その端部に被処理ガス導入口を有し、もう一方の端部は熱分解部に接続される。該予
熱部へは、被処理ガス１Ｎｍ３当たり１３ｋｃａｌに当たるメタノールが０．０２３１ｋ
ｍｏｌ／ｈｒで空気と共に導入され、予熱部内において燃焼され、予熱部に１７．８Ｎｍ
３／ｈｒで導入される被処理ガスと均一に混合される。供給する被処理ガスの温度を５５
０℃とする。第１の反応室へ予熱部から導入される気体流の温度は８３０℃である。第２
、第３、第４反応室へ５５０℃の被処理ガスをそれぞれ３４．３Ｎｍ３／ｈｒ、７２．７
Ｎｍ３／ｈｒ、１５５．２Ｎｍ３／ｈｒで供給する。第２、第３、第４反応室の入り口に
おける熱気流と被処理ガスとの混合後の気体流の温度はそれぞれ８３０℃であり、炉内圧
はゲージ圧で１．２５ｋｇ／ｃｍ２となる。
　熱分解炉から排出される気体流の温度は１１６２℃であり、供給被処理ガス中のＮ２Ｏ
の９９％以上が熱分解される。
　実施例８
　実施例７における熱分解反応炉を、略同じ容量の空隙部を有する第１、第２、第３反応
室に厚さ２００ｍｍの耐熱レンガ製多孔板で直列に区分する。被処理ガス供給口の位置関
係は実施例７と略同一である。予熱部は実施例７の予熱部と同じ容量である。予熱部へ供
給するメタノール量を０．０５２０ｋｍｏｌ／ｈｒとし、予熱部、第２、第３反応室へ供
給する被処理ガスの流量をそれぞれ、３９．９Ｎｍ３／ｈｒ、７７．０Ｎｍ３／ｈｒ、１
６３．１Ｎｍ３／ｈｒとする。その他は実施例７と同様にして、被処理ガス中のＮ２Ｏを
熱分解させる。
　熱分解炉内の圧力は１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、予熱部と、第２、第３反応室の入り
口における混合後の気体流の温度はそれぞれ８３０℃となり、熱分解炉から排出される気
体流の温度は１１７２℃であり、供給する被処理ガス中のＮ２Ｏの９９％以上が熱分解さ
れる。
　以上の実施例１～８において既述したＮ２Ｏ熱分解条件及び結果を表２にまとめて示す
。
　比較例１
　実施例１における熱分解反応炉に耐熱レンガ多孔板、邪魔板を設けることなく、即ち炉
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内を一つの反応室とし、Ｎ２Ｏ含有被処理ガスは分割することなく予熱部のみに全量供給
する。予熱部へ供給する水素量、被処理ガス量をそれぞれを１９．９Ｎｍ３／ｈｒ、２８
０Ｎｍ３／ｈｒとする。その他は実施例１と同様にして、被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解
させる。
　熱分解炉内の圧力はゲージ圧で１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、熱分解部入り口における
混合後の気体流の温度は８３０℃となり、熱分解炉出口における気体流の温度は１２８３
℃となる。被処理ガス中のＮ２Ｏの９９％以上が熱分解される。
　上述のように本比較例１においては、熱分解炉出口における気体流の温度は１２８３℃
であるが、前記実施例２における相当する温度は、２５６℃も低い１０２７℃に過ぎない
。
　また本比較例１においては、２８０Ｎｍ３／ｈｒの被処理ガスを熱分解させるために使
用される水素の供給量は１９．９Ｎｍ３／ｈｒである。これに対して、例えば本発明の実
施例３においては、比較例１と同量である２８０Ｎｍ３／ｈｒの被処理ガスを熱分解させ
るために使用される水素供給量は、わずか０．１Ｎｍ３／ｈｒに過ぎないことが判る。両
者の被処理ガス中のＮ２Ｏの熱分解率は共に９９％以上であるから、本発明においては、
被処理ガスを分割流として供給することによって熱分解炉内でＮ２Ｏが分解するときに発
生する熱量を極めて効率よく利用し得ることが明らかである。
　また、被処理ガスを予熱するために、燃料を用いても、その量が上述のように極めて少
量で済むので、必要に応じてＮ２Ｏが熱分解して生成するＮＯを回収する場合でも、生成
ＮＯの予熱燃料から生成するガスによる希釈率が非常に低くなり、ＮＯを高濃度で回収し
得るのである。
　比較例２
　熱分解炉の予熱部へ供給する水素量を２．９Ｎｍ３／ｈｒとした以外は比較例１と同様
にして、被処理ガスは分割することなしに被処理ガス中のＮ２Ｏを熱分解させる。
　熱分解炉内の圧力はゲージ圧で１．２５ｋｇ／ｃｍ２となり、熱分解部入り口における
混合後の気体流の温度は５９８℃となり、熱分解炉出口における気体流の温度は６０１℃
であり、供給する被処理ガス中のＮ２Ｏは全く熱分解されることがない。
　上述のように本比較例２による水素供給量は２．９Ｎｍ３／ｈｒであるが、このような
少量の水素で、被処理ガス２８０Ｎｍ３／ｈｒ中のＮ２Ｏを熱分解させることはできない
。これに対して、既述のように、本発明の、例えば実施例１においては、２８０Ｎｍ３／
ｈｒの被処理ガス中のＮ２Ｏを９９％以上熱分解させるのに、わずか１．３Ｎｍ３／ｈｒ
の水素供給量でよい。
　以上の比較例１～２において既述したＮ２Ｏ熱分解条件及び結果を表３にまとめて示す
。
　実施例９
　Ｎ２Ｏ（１５．０モル％）、Ｏ２（１３．５モル％）、Ｎ２（７０．２モル％）、ＣＯ

２（１．１モル％）、ＮＯ（０．１モル％）、ＮＯ２（０．１モル％）の組成を有する２
００℃の被処理ガスを１３０．６ｍ３／Ｈの流量とし、被処理ガス中のＮ２Ｏを触媒を用
いて接触分解させる。
　触媒として酸化銅－アルミナ触媒を用いる。即ち、γ－アルミナに硝酸銅溶液を含浸後
、１２０℃の熱風で６時間乾燥、次に５００℃で３時間焼成処理した酸化銅担持量が３．
７％、表面積１４５ｍ２／ｇ、充填密度７５８ｋｇ／ｍ３の触媒を使用する。
　接触分解反応器は、内径２７００ｍｍ、長さ５０００ｍｍの円筒状容器である。反応器
内は熱気流の流れ方向に対して、即ち、反応器の長手方向に対して、５つの接触分解反応
室（Ｎ２Ｏの分解領域）に分かれ、各反応室の前後は多孔板で仕切り、混合室となってい
る。第１、第２、第３、第４、第５の反応室は各０．２５ｍ３、０．１４ｍ３、０．６３
ｍ３、２．２７ｍ３、６．６１ｍ３の触媒で構成される。
　被処理ガス１３０．６Ｎｍ３／Ｈは５つのガス流に分割される。第１の反応室には予熱
された被処理ガスが流入し、第１反応室出口で熱気流を形成する。第２、第３、第４、第
５の反応室手前の混合室には分割された残りの被処理ガスが熱気流の流方向に対し直角な
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２方向から旋回流をなすようにそれぞれ導入される。
　反応室入り口の圧力を０．２１ＭＰａとする。第１反応室へ被処理ガス１２．５Ｎｍ３

／Ｈを反応器出口ガスと間接熱交換して４３０℃となして供給する。第１反応室出口にお
けるガスは、Ｎ２Ｏの分解熱により７７９℃の熱ガスとなる。第２反応室前の混合室には
、前記熱ガスと混合後Ｎ２Ｏ濃度が６．５モル％となるように被処理ガス１０．０Ｎｍ３

／Ｈを供給する。混合後のガス温度は５２８℃となる。第２反応室出口においては、Ｎ２

Ｏの分解熱により６８５℃の熱ガスとなる。第３反応室前の混合室には被処理ガス１８．
１Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度は６．５モル％、ガス温度は４７３℃とな
る。第３反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により６３２℃の熱ガスとなる。第４反応
室前の混合室には被処理ガス３２．６Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度は６．
５モル％、ガス温度は４４３℃となる。第４反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により
６０３℃の熱ガスとなる。第５反応室前の混合室には被処理ガス５７．４Ｎｍ３／Ｈを供
給する。混合後のＮ２Ｏ濃度は６．５モル％、ガス温度は４２６℃となる。排出口での分
解ガス温度は５８７℃であり、供給被処理ガス中のＮ２Ｏは９９％以上触媒により接触分
解される。
　本実施例における処理すべき被処理ガスの総量は１３０．６ｍ３／Ｈであり、これを分
割供給することによって、１３０．６Ｎｍ３／Ｈのうち１２．５Ｎｍ３／Ｈのみを反応開
始に必要な温度である４３０℃に予熱して供給すればよく、予熱に必要な熱交換器の熱負
荷は９０８ｋｃａｌ／ｈとなる、また、分割された残りの被処理ガスは予熱することなく
供給できる。残りの被処理ガスを予熱しないで供給しても、各触媒層入り口温度を反応開
始温度の４３０℃以上に維持し得てＮ２Ｏ接触分解反応を継続できることが、本実施例よ
り明らかである。
　実施例１０
　表４の組成と流量を有するアジピン酸プラントから排出される被処理ガス中のＮ２Ｏを
触媒を用いて接触分解させる。触媒は実施例９で用いたのと同じ触媒を使用する。
　接触分解反応器は、内径２７００ｍｍ、長さ５０００ｍｍの円筒状容器である。反応器
内は熱気流の流れ方向に対して２つの接触分解反応室に分かれ、各反応室間は前後を多孔
板で仕切り、混合室となっている。第１、第２の反応室は各３．９０ｍ３、６．０４ｍ３

の触媒で構成される。
　第１の反応室には被処理ガスと希釈ガスの混合ガスを予熱したものが流入し、第２の反
応室前にある混合室には分割された残りの被処理ガスと希釈ガスが、それぞれ熱気流の流
方向に対し直角な方向の２箇所から旋回流を発生するように導入される。
　反応室入り口の圧力を０．２１ＭＰａとする。第１反応室は３０℃の被処理ガス１１４
．８Ｎｍ３／Ｈと２３０℃の希釈ガス４０６．７Ｎｍ３／Ｈとを混合してＮ２Ｏ濃度７．
５モル％とし、さらに、反応器出口ガスと間接熱交換して５００℃として供給する。
　前記希釈ガスは、被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させた反応後のガスからボイラーで
熱回収して得られるガスである。
　第１反応室出口におけるガスはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。第２反
応室前の混合室には被処理ガス１６５．２Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス４４．１Ｎｍ３／Ｈを供
給し、混合後のＮ２Ｏ濃度を７．５モル％、ガス温度５００℃とする。排出口での分解ガ
ス温度は６８０℃であり、供給被処理ガス中のＮ２Ｏは９９％以上触媒により接触分解さ
れる。希釈ガスの総使用量は供給被処理ガスに対してモル比で１．６１となる。
　実施例１１
　使用する触媒は実施例９と同じである。接触分解反応器は、内径２７００ｍｍ、長さ５
０００ｍｍの円筒状容器である。反応器内は熱気流の流れ方向に対して３つの接触分解反
応室に分かれ、各反応室間は多孔板で仕切られ、混合室となっている。第１、第２、第３
の反応室は各２．０７ｍ３、３．０８ｍ３、４．７０ｍ３の触媒で構成される。
　第１の反応室には被処理ガスと希釈ガスの混合ガスを予熱したものが流入し、第２、第
３の反応室前の混合室には分割された残りの被処理ガスと希釈ガスが、熱気流の流方向に
対して、即ち、反応器の長手方向に対して、それぞれ２箇所から流入し旋回流となるよう
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に導入される。
　反応室入り口の圧力を０．２１ＭＰａとする。第１反応室は３０℃の被処理ガス６２．
０Ｎｍ３／Ｈと２３０℃の希釈ガス２１９．２Ｎｍ３／Ｈとを混合してＮ２Ｏ濃度７．５
モル％とし、さらに、反応器出口ガスと間接熱交換して５００℃として供給する。
　前記希釈ガスは、被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させた反応後のガスからボイラーで
熱回収して得られるガスである。
　第１反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。第２反応室
前の混合室には被処理ガス８９．３Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス２３．８Ｎｍ３／Ｈを供給する
。混合後のＮ２Ｏ濃度７．５モル％、ガス温度５００℃となる。第２反応室出口において
はＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。第３反応室前の混合室には被処理ガス
１２８．７Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス３４．２Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度７
．５モル％、ガス温度５００℃となる。排出口での分解ガス温度は６８０℃であり、供給
被処理ガス中のＮ２Ｏは９９％以上触媒により接触分解される。希釈ガスの総使用量は供
給被処理ガスに対してモル比で０．９９となる。
　実施例１２
　使用する触媒は実施例９と同じである。接触分解反応器は、内径２７００ｍｍ、長さ５
０００ｍｍの円筒状容器である。反応器内は熱気流の流れ方向に対して４つの接触分解反
応室に分かれ、各反応室間の前後は多孔板で仕切られ、混合室となっている。第１、第２
、第３、第４の反応室は各１．２４ｍ３、１．８１ｍ３、２．６９ｍ３、４．０７ｍ３の
触媒で構成される。
　第１の反応室には被処理ガスと希釈ガスの混合ガスを予熱したものが流入し、第２、第
３、第４の反応室前の混合室には分割された残りの被処理ガスと希釈ガスが熱気流の流方
向に対し、即ち、反応器の長手方向に対して、直角にそれぞれ２箇所から流入し旋回流と
なるように導入される。
　反応室入り口の圧力は０．２１ＭＰａとする。第１反応室は３０℃の被処理ガス３７．
４Ｎｍ３／Ｈと２３０℃の希釈ガス１３１．６Ｎｍ３／Ｈとを混合してＮ２Ｏ濃度７．５
モル％とし、さらに、反応器出口ガスと間接熱交換して５００℃として供給する。
前記希釈ガスは、被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させた反応後のガスからボイラーで熱
回収して得られるガスである。
　第１反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。第２反応室
前の混合室には被処理ガス５３．８Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス１４．３Ｎｍ３／Ｈを供給する
。混合後のＮ２Ｏ濃度は７．５モル％、ガス温度は５００℃となる。第２反応室出口にお
いてはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。第３反応室前の混合室には被処理
ガス７７．４Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス２０．５Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度
は７．５モル％、ガス温度は５００℃となる。第３反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱
により６８０℃の熱ガスとなる。第４反応室前の混合室には被処理ガス１１１．４Ｎｍ３

／Ｈと希釈ガス２９．６Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度は７．５モル％、ガ
ス温度は５００℃となる。排出口での分解ガス温度は６８０℃であり、供給被処理ガス中
のＮ２Ｏは９９％以上触媒により接触分解される。希釈ガスの総使用量は供給被処理ガス
に対してモル比で０．７０となる。
　実施例１３
　使用する触媒は実施例９と同じである。接触分解反応器は、内径２７００ｍｍ、長さ５
０００ｍｍの円筒状容器である。反応器内は熱気流の流れ方向に対して５つの接触分解反
応室に分かれ、各反応室間の前後は多孔板で仕切られ、混合室となっている。第１、第２
、第３、第４、第５の反応室は各０．７８ｍ３、１．１４ｍ３、１．６７ｍ３、２．４８
ｍ３、３．７３ｍ３の触媒で構成される。
　第１の反応室には被処理ガスと希釈ガスの混合ガスを予熱したものが流入し、第２、第
３、第４、第５の反応室前の混合室には分割された残りの被処理ガスと希釈ガスが熱気流
の流方向に対し、即ち、反応器の長手方向に対して、直角にそれぞれ２箇所から流入し旋
回流となるように導入される。
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　反応室入り口の圧力は０．２１ＭＰａとする。第１反応室は３０℃の被処理ガス２３．
７Ｎｍ３／Ｈと２３０℃の希釈ガス８３．８Ｎｍ３／Ｈとを混合してＮ２Ｏ濃度７．５モ
ル％とし、さらに、反応器出口ガスと間接熱交換して５００℃として供給する。
　前記希釈ガスは、被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させた反応後のガスからボイラーで
熱回収して得られるガスである。
　第１反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。第２反応室
前の混合室には被処理ガス３４．２Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス９．１Ｎｍ３／Ｈを供給する。
混合後のＮ２Ｏ濃度は７．５モル％、ガス温度は５００℃となる。第２反応室出口におい
てはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。第３反応室前の混合室には被処理ガ
ス４９．２Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス１３．１Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度は
７．５モル％、ガス温度は５００℃となる。第３反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱に
より６８０℃の熱ガスとなる。第４反応室前の混合室には被処理ガス７０．９Ｎｍ３／Ｈ
と希釈ガス１８．９Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度は７．５モル％、ガス温
度は５００℃となる。第４反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガス
となる。第５反応室前の混合室には被処理ガス１０２．０Ｎｍ３／Ｈと希釈ガス２７．２
Ｎｍ３／Ｈを供給する。混合後のＮ２Ｏ濃度は７．５モル％、ガス温度５００℃となる。
排出口での分解ガス温度は６８０℃であり、供給被処理ガス中のＮ２Ｏは９９％以上触媒
により接触分解される。希釈ガスの総使用量は供給被処理ガスに対してモル比で０．５４
となる。
　以上の実施例１０～１３において既述したＮ２Ｏ接触分解条件及び結果を表５にまとめ
て示す。
　比較例３
　実施例９と同じ触媒、被処理ガスを用いる。接触分解反応器は、内径２７００ｍｍ、長
さ５０００ｍｍの１つの反応室からなる円筒状容器である。反応室を２．６０ｍ３の触媒
で構成する。
　反応室には被処理ガスを予熱したものが流入する。反応室入り口の圧力は０．２１ＭＰ
ａとする。反応室には被処理ガス１３０．６Ｎｍ３／Ｈを反応器出口ガスと間接熱交換し
て４３０℃として供給する。反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により７７９℃の熱ガ
スとなる。供給被処理ガス中のＮ２Ｏは９９％以上触媒により接触分解される。本比較例
３においては、被処理ガスを全量予熱する必要があるために、予熱に必要な熱負荷は、９
．６２３ｋｃａｌ／ｈとなり、実施例９に対し１１倍の熱量を熱交換できる大型の熱交換
器が必要となる。
　比較例４
　実施例１０と同じ触媒、被処理ガスを用いる。接触分解反応器は内径２７００ｍｍ、長
さ５０００ｍｍの１つの反応室からなる円筒状容器である。反応室を１０．１８ｍ３の触
媒で構成する。
　反応室には被処理ガスと希釈ガスの混合ガスを予熱したものが流入する。反応室入り口
の圧力は０．２１ＭＰａとする。第１反応室は３０℃の被処理ガス２８０．０Ｎｍ３／Ｈ
と２３０℃の希釈ガス９８９．８Ｎｍ３／Ｈとを混合してＮ２Ｏ濃度７．５モル％とし、
さらに、反応器出口ガスと間接熱交換して５００℃として供給する。
　前記希釈ガスは、被処理ガス中のＮ２Ｏを接触分解させた反応後のガスからボイラーで
熱回収して得られるガスである。
　反応室出口においてはＮ２Ｏの分解熱により６８０℃の熱ガスとなる。供給ガス中のＮ

２Ｏは９９％以上触媒により接触分解される。希釈ガスの総使用量は供給被処理ガスに対
してモル比で３．５４となる。
　上述のように本比較例４においては、２８０．０Ｎｍ３／Ｈの被処理ガスを触媒を用い
て接触分解するために必要な希釈ガス量は被処理ガスの３．５４倍であるのに対し、本発
明の実施例１３においてはわずか０．５４倍に過ぎないことが判る。さらには、１段目入
り口の加熱を必要とするガス量が比較例４において希釈ガスと被処理ガス合わせて１２６
９．８Ｎｍ３／Ｈなのに対して、実施例１２においては希釈ガスと被処理ガス合わせて４
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３２．１Ｎｍ３／Ｈとわずかである。両者の被処理ガス中のＮ２Ｏの分解率は９９％以上
であるから、本発明においては、被処理ガス及び希釈ガスを分割流として供給することに
よって接触分解反応器内でＮ２Ｏが分解するときに発生する熱量を極めて効率よく利用し
うることが明らかである。
　以上の比較例４において既述したＮ２Ｏ接触分解条件及び結果を表６にまとめて示す。
【表１】

【表２】
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【表３】
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【表４】

【表５】
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【表６】
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産業上の利用可能性
　以上において詳述したことから明らかなように、本発明は低温で効率良くＮ２Ｏを分解
することができ、反応系外からのエネルギー供給量が極めて少なくて済む実用性に格別に
優れる地球温暖化防止方法およびその装置であり、次のような顕著な効果を有する。
　即ち、Ｎ２Ｏを熱分解することで地球温暖化を防止する本発明においては、
１． 比較的低い温度でＮ２Ｏを高分解率で熱分解させることができ、生成するＮＯ，Ｎ
Ｏ２を高濃度に存在せしめ、必要によりＮＯ，ＮＯ２を低廉に回収し得て、その上、系外
からの熱エネルギーの供給が極めて少ないという、格別に優れた効果を有する。
２． また本発明は、反応器容量が小さく、プロセス機器の材質の選択が容易であり、プ
ロセス機器への熱負荷が少なく、被処理ガス昇温のための熱交換器を小型にすることがで
き、ＮＯ等を高濃度に回収できる、実用性に極めて優れるＮ２Ｏ熱分解装置を提供しうる
。
　また、Ｎ２Ｏを接触分解することで地球温暖化を防止する本発明は、次のような顕著な
効果を有する。
１． 本発明によるＮ２Ｏ分解方法は処理すべきＮ２Ｏを含むガス流を分割して、その一
部をＮ２Ｏ接触分解反応が開始し得る温度へ予熱し、分割された残りの被処理ガスは、前
記予熱された被処理ガスの温度より低い温度でＮ２Ｏ接触分解層へ供給するので、被処理
ガス全量を予熱して供給する場合に比べて、予熱に必要な供給熱量を著しく低減し得る。
２． それ故に、予熱に必要とされる、例えば、熱交換器等の予熱設備を著しく小型にす
ることができ、あるいは、外部から供給される燃料による燃焼予熱の場合には、該燃料使
用量を著しく低減し得る。
３． 更に、本発明においては、被処理ガスと希釈ガスとを混合して触媒層へ供給するこ
ともできるので、この場合も、前記被処理ガスの分割供給による前記効果により、用いる
希釈ガス供給量を著しく低減することができる。
４． 本発明は複数の触媒層を用いるＮ２Ｏ接触分解方法であるので、前記被処理ガス分
割供給により、前方の触媒層でＮ２Ｏが接触分解して発生する多量の熱量をその長手後方
に位置する触媒層に供給する被処理ガスに付与することができる。即ち、Ｎ２Ｏの接触分
解によって発生する多量の熱量を、順次分割して供給される被処理ガス流の温度上昇にそ
れぞれ極めて有効に利用できる。
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５． それ故にまた、各触媒層へ供給するガスの温度及び各接触分解層内の温度を所望す
る触媒系に最適な温度に容易に制御し得る。
６． 本発明によるＮ２Ｏ接触分解装置は、前記効果を有するＮ２Ｏ接触分解方法を実施
可能とする装置であるので、装置全体を被処理ガス当たりの規模を小規模に形成し得て、
従って、総設備経費が低廉であり、外部からの原燃料、熱エネルギーの供給が著しく少な
くて済む。
７． また、接触分解層の温度制御を極めて容易になし得、Ｎ２Ｏ分解熱による触媒層及
びその近傍の急激な温度上昇を確実に防止し得る装置である。
８． それ故に、本発明によるＮ２Ｏ接触分解装置は、運転操作が容易であるばかりか、
装置の耐久性にも優れ、実用性に極めて優れる。
９． 本発明によるアジピン酸製造プロセスは、Ｎ２Ｏの大気中への放出が極めて少なく
、上述したような実用性に極めて優れるＮ２Ｏ分解技術から構成されるので、地球温暖化
防止に著しく寄与し得るのみならず、低廉な設備費で、安価に運転し得る。
【図面の簡単な説明】
第１図は、本発明のＮ２Ｏ熱分解装置の概念図である。
第２図は、実施例１に用いる熱分解装置の概念図である。
第３図は、実施例７に用いる熱分解装置の概念図である。
第４図は、本発明の複数の触媒層を有するＮ２Ｏの接触分解装置の模式図である。
第５図は、本発明の独立する触媒層を複数組み合わせたＮ２Ｏの接触分解装置の模式図で
ある。
なお、図中の符号は、１：Ｎ２Ｏを含む気体の導入部、２：予熱部、３：予熱ガス受け入
れ部、４：Ｎ２Ｏを含む気体の供給部、５：Ｎ２Ｏ熱分解部、６：熱分解ガス排出部、７
：熱分解装置壁、８：熱分解部、９：多孔板、１０：予熱部、１１：邪魔板、１２：Ｎ２

Ｏを含む気体の供給部、１３：熱分解部、１４：多孔板、１５：予熱部、１６：Ｎ２Ｏを
含む気体の供給部、１７：被処理ガスの導入部、１８：希釈ガスの導入部、１９：予熱部
、２０：予熱ガス受け入れ部、２１：空隙部、２２：接触分解部、２３：混合部、２４：
被処理ガスの供給部、２５：希釈ガスの供給部、２６：接触分解ガス排出部、２７：接触
分解装置器壁、である。
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